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Ⅰ はじめに
本稿は地域におけるソーシャル・キャピタル（SC）
の形成とその影響や意義に関する論考である。SC
は日本語では「社会関係資本」と表記され，一般的
には「絆」のような人と人のつながりの価値・意義
に注目した概念である。それは人々の生活の中に存
在するが，実際の資本とは異なり，市場で把握でき
るようなものでないことの問題も指摘されたが，既
に四半世紀以上にわたって研究され，人々の行動に
影響を与えるものとして認知されるようになった
（稲葉，2011）。SCは以下に論ずるように様々な分
野で広く研究がなされているが，本稿においては特
に学校を中心とした地域でのSCの形成がもつ意義
について考察する。それは学校を利用する児童・生
徒・学生らにとってのSCだけでなく，SCに関わる
地域の機関や組織，地域住民らにとってのSCを考
えることでもある。SCの重要さは日本社会の変化
とともに増しており，本稿を通してその意義や価値，
機能，影響力，効果など質的な意味を検討していく
足がかりとしたい。
Ⅱ ソーシャル・キャピタル（SC）の
学問的発展と日本社会
SCは様々な分野で取り上げられ，語られるよう
になっている。R.パットナムによる研究に代表さ
れる政治学の分野は有名であるが，それと関連しつ
つあるいは派生しながら研究が発展している。社会
学，社会心理学，ネットワーク論ではSCという言
葉を用いずともSCに関わる研究がなされ，また近
年では1990年代半ばからは社会疫学においてSCの
価値が認められるようになってきたのである（稲葉，
2011）。他に，羅列的には，経済学，経営学，教育
学，NPO論，犯罪心理学など学際的広がりをもち，
その中には筆者の専門領域である社会福祉学も含ま
れている。
またSCがもつ具体的な効果や役割について調査
研究から明らかにされてきた。人々の様々な形での
生活の中にSCがどのように息づき，人々にどのよ
うな影響を与えているのか，またどのような機能を
果たし効果を挙げているかを調べる実践的研究は興
味深い。
SCがいかに健康に影響するかについては社会疫
学のアプローチによるが，「健康格差」研究で知ら
れる近藤克則らの研究をはじめ，一定の蓄積がなさ
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れてきており，「ソーシャル・キャピタルが健康に
好影響を与えるという点は，明らかになりつつある」
（市田，2016）。社会関係の豊かさが個々人の健康
に影響を与えるというのは，「社会的な影響を受け
る生活習慣や健康行動」があるからであり，環境因
子に含まれる職場や市町村，町内，集落生活もまた
見逃せない。これらは生物医学的な個別要因だけで
健康が規定されるのではなく，社会的要因も健康の
あり方に関係していることを示している。
健康という人々の関心が高いことにSCが関係し
ているということが人々の生活の中で意識化されれ
ば，SCの重要性を広く共通の認識とすることがで
きうると考えられる。またSCが存在することによ
り自分一人で健康を管理することの難しさや重圧を
軽減するものと見做せるならば，SCの形成と維持
に対する動機づけともなりうる。以前からなされて
きた行政による地域住民の保健指導の類も，そうし
た意識的な基盤が構築された上ならばさらに効果を
期待できよう。
しかしながら，このような人々の健康の維持に関
わるSCの効果を低減させてしまう課題がある。上
述のような人や制度とのつながりを維持していく上
で，喫緊の課題とされているのは人口減少である。
2005年に初めて人口減少が確認され，静止状態を
経て2008年より統計上明確になってきた人口減少
の課題は，「極点社会」や「消滅可能性都市」とい
う表現で日本の将来の危機感が喚起されたが，その
後の地方創生の取り組みの中では，以前より地域社
会で「まちづくり」に取り組んできた自治体でも深
刻化している。岩手県遠野市では1971年から各町
に地区センターや自治会・地域団体の代表者らによ
る地域づくり連絡協議会を作るなどして「自主的・
連帯的な地域活動」を支えてきた（樋口・保井，
2017）。しかしながら，2015年段階で「特定の住
民が自治会と行政区の役員を兼務している状況が見
られ，負担が増して本来取り組むべき地域づくり活
動に専念できなくなっている現状」が指摘されてい
る。一般に言われる「地域づくりの担い手不足」は，
長きにわたってコミュニティの維持や発展に取り組
んできた地域でも避けられない状況になってきてい
る。人の数は十分にありながらなり手がない場所も
都市部には存在するが，現在の人口減少が顕著な地
域では，限られた人の中から担い手を確保しなくて
はならないというのが実際であり，そうした地域が
確実に増えているのである。
どのような活動であれ，それには人が必要である。
方策としてどんなに期待が大きく，効果が期待でき
るとしても，そこに十分な数の人が介在しなければ
机上の議論にとどまってしまう。SCの有用性にお
いても人口減少は制約要因といえ，また本来は人が
いることが所与で，その中でのSCの形成を考える
べきところ，人を集め定着を図るための現存SCの
活用ということになれば，人のつながりは極めて限
られた範囲にとどまり，SCの基本形態の一つであ
る，「橋渡し」（後述）による拡張を期待しての地域
の人々のつながりの形成と維持発展という本来の目
的は果たせなくなるとも考えられる。
現状を打破していく方法として，エリアマネジメ
ントという手法で活性化を図ることもあるが，実効
的なものとなるためには形式的な総意による住民自
治では足りない（樋口・保井，2017）。上述した人
口減少の課題を解決するのは容易くなく，地域創生
では「地域に新しい生業や雇用を生み出し，人が今
後も住み続けたくなるまたは住みたくなる」ことを
考えねばならず，「外部から人材や資本が入ってく
る仕組み」を実践できなければならない。このこと
は地域ごとの保健福祉政策の実行にも影響する課題
であり，新しい総合事業を進めていく場面では，地
域住民が主体的に取り組むことが大切とはいえ，
「地域に丸投げし地域の互助だけに期待する」こと
は禁忌である（市田，2016）。
Ⅲ ソーシャル・キャピタル（SC）の
形態と関係性
SCの基本3形態とされるのは結束型（bonding），
橋渡し型（bridging）および連結型（linking）であ
る（柏木，2016年）（表1）。前者2つがSCの性質
や特徴を議論する際に相補的な関係をもつものとさ
れる。とりわけ集団内部の紐帯を生成する結束型が
その反面に有する排他性を補い社会的利益を生成す
るものとされる橋渡し型の役割を把握しておくこと
は欠かせない。
しかしながら他方では，緩やかな結びつきで様々
な人をつなぐ橋渡し型は，上記にみた行政による
「誤った住民主体問題」が生じれば，個別の権利主
張やフリーライダーの問題が生じかねず，関わるも
の同士の持ちつ持たれつの関係性を示す「互酬性の
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規範」を無にするとともに関係者の結束力や共同活
動の継続が困難になるといった面があるため，結束
型にみられる内向きの凝集性を高める努力が必要に
なる。
こうしたSCの相互に関連しあう性質・特徴を踏
まえた上で，実際の集団内でバランスを取る実務的
技量が必要といえる。連結型は異なる階層をつなぐ
機能をもち，SCの縦のつながりを強化すると考え
られるため，ガバナンスを高めるという点では，自
分勝手な主張・振る舞いを抑制する役割を果たすと
考えられる。なお，連結型については，論者によっ
てその容認を含めて主張が分かれるが，地域組織間
の縦のつながりを形成し，財政面の維持に影響する
ものとされ，他の2つよりも組織運営面の支えと
しての役割に注目したものと考えられる。
さらに，外部者が中心となって構成される場合も
あるボランティア組織は結束型から橋渡し型へと発
展することが必要ともいわれ，地域創生の場に加わ
る人たちの受け皿を地域が用意するためには，上記
にみたSCを実践理論の一部として方略に組み入れ
ていくことが望ましいかもしれない。
Ⅳ ソーシャル･キャピタル（SC）と
コミュニティの関係
こうした概念上のSCの役割の理解のために，SC
とコミュニティの関係を整理しておく。主にコミュ
ニティの形成・維持・回復についてSCがどのよう
に関わっているかに注目する。下図1はSCがコミュ
ニティの中で行われている諸活動にどのような相互
の影響を与え合っているかを示している。健康保持
の活動，地域の育児活動，地域防災活動の成功には
SCが欠かせないものになっている。声かけ・見守
り・訪問などの言葉は生活に含まれる定常的活動を
ソーシャル・キャピタルの展開と有用性
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表１ SCの諸形態（柏木，2011，p67を一部改変）
形態 結束型（bonding） 橋渡し型（bridging） 連結型（linking）
内容
同質な利害や背景をもつ
人々の固い結びつき
異質な利害や背景を持つ
人々のゆるやかな結びつき
社会階層の異なる個人や
集団間のつながり
関係性の範囲 集団内 集団間 異なる階層の集団間
特徴
共通のアイデンティティ，
結束，帰属意識
多様性，包含性，寛容性 権力，富の移行，支援
志向 内部志向 外部志向 外部志向
Ｓ
Ｃ
の
構
成
要
素
信頼 特定化信頼 一般的信頼 ガバナンスへの信頼
規範 特定化互酬性 一般的互酬性 資源，資金的支援
ネットワーク 閉鎖的，垂直的 開放的，水平的 垂直的
図１ SCとコミュニティ形成（日本公衆衛生協会，2015，p74）
ソー シャル･キャピタルコミュニティ形成
示している。計測しにくく評価が難しいと考えられ
る一方，地域住民の普段の付き合い・交流と重ね合
わせてみると，その取り組みやすさや平易さを，継
続性を高めるものと認識することが重要である。な
ぜなら地域住民の生活の範囲で繰り返し行えること
が積み上げ（継続性）となり，つながりを強めるこ
とになるからである。また，いかに交流できている
かが諸活動の成果にも影響を及ぼすからである。と
はいえ，活動のマンネリ化は形骸化を惹起し，活動
の無意味化につながりうることも注意する必要があ
ろう。
上図1に含まれる，地域防災活動に関連するもの
として，地域防災力をコミュニティ・レジリエンス
（CR）と同義と捉え，コミュニティが内包する「ソ
フト・パワーの活用に注目」する考え方がある（今
井・金川，2015）。CRは「コミュニティの内在的，
潜在的な力を引き出すエンパワメント」が含まれる
のであり，「地域資源（社会的，人的，政治的資源）
の動員力のほか，地域のガバナンス力，ネットワー
ク力，地域固有の技術，歴史・文化など多元的で多
面的な力の活用」につながると期待されるとすれば，
SCとCRは親和的であり「類縁性をもつ」（浦野，
2010）との指摘にもなる。
SCは地域のレジリエンスの他，個人におけるレ
ジリエンスに対しても大きな役割をはたす（和泉，
2015）。そのことは，（ZoliandHealy2012=2013：
170）が示しているように，「特定のコミュニティの
一員が逆境から立ち直る力は，良好に機能する社会
的ネットワーク（友人，家族，宗教団体，地域団体，
充実した職場，行政による支援やサービスを利用で
きる環境）によっても強化される」ものと考えられ
る。災害からの立ち直りは，東日本大震災被災者の
回復の困難さをみても明らかであるが，支え合える
ようなコミュニティが存在しない場合，すなわち
SCが期待できない場合，自力に近い形で求められ
るため時間を要することとなる。また，レジリエン
スの考え方の中には「回復のプロセスは必ずしも原
状回復を意味」せず，「前進していく」（advance）
ことも含む（今井・金川，2015）と解釈されること
もあり，そのような捉え方をするならば，なおさら
SCが活用できるかどうかは重要となろう。
Ⅴ 地域活動とソーシャル・キャピタル
（SC）の意味
SCは社会学理論としての研究にとどまらず，既
に実践理論として広く用いられる概念であり用語で
ある。しかしながらその内容を考える時，既に地域
で展開されてきた種々の地域の関連活動との類似性・
重なりをどのように整理すればよいかが課題として
ある。また整理することでより明確に特徴を捉え，
実践の中で使いやすくなるとも考えられる。
関連活動には福祉活動として・住民同士の顔が見
える・日常生活圏を基礎に行われる「小地域福祉活
動」や地域保健等で住民の健康を守るために展開さ
れてきた「住民組織活動」がある。日本公衆衛生協
会がまとめた報告書によれば，後者に属する岡山市
の愛育委員の活動は「こんにちは赤ちゃん事業」
（乳児家庭全戸訪問事業）を通じて地域社会とのパイ
プ役を担ったり，地域生活ルールの順守に効果を上
げたりするなどして「相互信頼」を得ているという。
また，長野県の保健補導員はお互い様の精神で成り
立ち，皆が健康になることが地域への貢献であると
いう認識の共有が図れるとそうした役割の地域での
価値が高まり，互酬性の規範として定着することに
なる（日本公衆衛生協会，2015）。
これらはSCの重要な要素である「信頼」「互酬性
の規範」が形成されることを示している。
また実際に地域生活の中で地域活動，とりわけ福
祉のサービスを利用している人々にとってのSCの
意味を確認しておく。ソーシャルワーク実践の観点
からSCの役割を研究するBarker（2014）は，関係
面のSCについて，つながり（connections）と関係
（relationships）は同義ではないと断ったうえで，
そのどちらにも3つの構成要素が含まれると述べ
る。それらは，①集団との連絡，②経済的・文化的・
社会的な資本といった重要な資源へのアクセス，
③信頼，義務の規範である。一例として，サービス
提供者がクライエントと連絡を取り，クライエント
がサービス提供者を信頼するならば，自由に資源を
使えるサービス提供者と連絡を取ることはSCを形
成するのだということである。信頼や互酬性の規範
はSCとして利用される社会的関係の中核を成すも
のとも指摘できる（Barker，2012）。
サービス利用者とSCの関係では，個人と連結型
SCの間にある現象の交互作用が焦点化されるが，
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それはサービスを利用する人は重要な資源を持つ組
織や集団につながる性質があるからであり，社会階
層の異なる個人や集団のつながりを主な内容とし，
支援関係が実践となる連結型SCをよく表している
（柏木，2016）。
Ⅵ ソーシャル・キャピタル形成にかかる
学校の役割
ここまで，主にSCのコミュニティへの影響（形
成や維持，回復），住民生活へ貢献などの役割に注
目して論じた。SCと学校の関連についても研究の
蓄積がなされつつある。地域資源として学校をとら
え，その場においてどのようにSCが形成され，そ
のことがどのような意味を持ちうるのかを検討する
ことは重要である。それは，地域社会の維持や発展
を考える上で子どもの存在は将来を左右するものと
捉えることができるし，子どもらが拠り所とする学
校を中心に地域につながりが形成されることを整理
し，意識的に把握することには意味があるからであ
る。こうした観点を踏まえ，学校とSCの関係をみ
ていくとき，露口（2011）が教育分野での子どもを
取り巻くSCを4つに分類し示していることに注目
したい。それらは，①家庭内，②学級，③学校，④
地域である。
これらは互いに独立したものではなく，重なりや
包含する関係にあり関連し合っているものであるが，
本稿では広く地域社会とのかかわりを探る観点から
④を中心にみたい。
下図2は露口（2011）が教育におけるSCを示し
たものである。①～③のSCを取り囲むように，地
域におけるSCが位置付けられており，「子ども・親・
教師のいずれもが，学校だけではなく複数の地域ネッ
トワークに参加している」。日本では一般化してい
るが国際比較では特殊なものといえる「塾」への参
加も地域のSCの一部と捉えられる。地域組織・活
動への参加の程度は子どもや親の地域SCを図るた
めの共通する指標となる。
地域SCの子どもへの好影響について，学校と地
域とのネットワークが形成されると「子どもの主体
性や社会性を高める」ものとされ，さらに子どもた
ちの地域社会参加を促したり，学業によい結果を生
み出したりすることが国際的な研究も踏まえて指摘
されている（露口，2011）。
教育におけるSCは図2にみるように多元的な構
成を取る。このいずれのSCも有効に機能している
ならば，それへのアクセスの可否が高い教育効果を
得られるか否かに関係している。また，これらの
SCは相補的効果を持っているともいわれ，どこか
のSCが十分に機能しない場合でも，他のSCがカバー
することで一定の教育効果は期待できるとされる
（露口，2011）。児童の家庭に課題がある場合でも，
それを学校SCやクラスSCが機能し，その児童を
しっかりと受け止めることができれば，最高度の教
育効果とまでは至らないとしても学習に見合う成果
を上げることができるのではないか，という捉え方
である。
オーストラリアで実施されている「Reconnect」
ソーシャル・キャピタルの展開と有用性
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図２ 教育における社会関係資本の構図（露口，2011を一部変更）
という取り組みがある。若者のホームレス化を防ぐ
ために，学校を社会資源とし社会や家庭をつなぐ拠
点として機能させるものとなっている。この取り組
みをSCの形成との関連で研究している Barker
（2013）はSCに内包されるものとして「資源として
の他者や社会的紐帯の価値」を示している。一方で
は「関係（relationships）やつながり（connections）
と同じものではない」ともしている。このことの意
味はSCが単に人や資源につなげるだけのものでは
ないことを示していると思われる。問われているの
は質・内容である。「他者の価値」について，家族
との回復的なつながりが言及されているのは，家族
ゆえに対立しつつも断ち切れない関係の複雑さを踏
まえ，家族や社会から離れてしまった人を再びつな
ぎ直すのであれば，形式的・表面的なものでは意味
はないことを示している。
Ⅶ 校区単位のソーシャル・キャピタル
醸成について
小学校区を基礎単位としてソーシャル・キャピタ
ル（SC）を醸成していこうという試みの中で，露口
（2013）はSCの中核となるつながりが形成される段
階を次のような3段階で捉えている。
まず初めに，「本人にとって有用な知識や情報を
交換するネットワーク関係の形成」，2つ目に「お
互いに協力して物事に取り組もうとする協力規範の
形成」，最後に「お互いに期待し，信頼しあうこと」
である。ネットワークを形成するには人々が互いに
顔を合わせ（facetoface），対話する機会や場が必
要であり，協力規範の形成のためには人々が共通し
て取り組む課題の設定が求められる。また信頼関係
を築くためには継続的活動の展開およびそれに伴う
関係継続の時間が必要となる。
しかしながら，つながりの形成に関わるこの 3
つの段階は別個独立ではなく，相互に関連するもの
であり，単線的に段階を踏むというのではない。ネッ
トワーク関係形成の中で行われる知識や情報の交換
は互酬的であり，相互に参加のメリットを与えてい
るのであり，共通課題に向かう力を強めるものとい
える。また直ちに解決できるような課題は別として，
協力がなければ果たせないような共通課題に取り組
む中では，一定の時間の中で問題解決の方策を見い
だし実行していくものと考えられ，そのプロセスの
中で信頼関係を築き，強化すると考えられる。
このプロセスは，最終的に課題解決について何ら
かの成果を得ることを想定しているものともいえ，
もしそうであるならば，人々が十分な成果を感じら
れない，達成感を得られないような事態にどうする
かというのも課題ではある。しかしながら，一致協
力して継続的な努力をした仲間関係が形成されたな
らば，それは派生的な成果の生成ではあるが，地域
にとって重要なつながりが得られたと考えることが
できる。その点，最も注意すべきは，中途半端なと
ころでネットワーク形成が止まったり，知識や情報
を一方的に得ようと考えて参加する者が現れて互酬
的な関係が成り立たなくなったりし，結果として信
頼関係も築けないような事態に至らないようにする
ことである。SCの形成過程では集団内部の凝集性
が高まるが，その過程で内部決裂・協力関係の破綻
に至ると共通課題解決の模索はおろか，日常的な生
活にも支障をきたす可能性も否定できない。
Ⅷ 「チーム学校」とソーシャル・
キャピタル（SC）
中央教育審議会は2015年12月に「チームとして
の学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」
を取りまとめた。その中で「チームとしての学校」
の在り方として，さらに「『チームとしての学校』
と家庭，地域，関係機関との関係」に言及している。
これはソーシャルワークの必要を述べているものと
解されるが，「学校と家庭，地域との連携・協働に
よって，共に子供の成長を支えていく体制を作る」
という考えは，本稿で取り上げるSCの形成の必要
を述べているとも理解できる。もう一度図3をも
とに再考するとき，地域SCの内部の相互関係に地
域の関係機関を入れ込んでみるとイメージを共有し
やすいが，さらに学校という場で展開される支援展
開の多層構造を図示した方が具体的理解と重要性の
認識が増すといえる。図4はスクールソーシャル
ワークの展開における学校と地域社会のつながりを
示したものを一部簡略化したり改変したりしたが，
支援の展開の共通性を維持したものである。
「チーム学校」の必要性に関しては，教員の忙し
さ，家庭問題の多様化などが指摘される。上述の，
SCの相補的効果も，学校が本来の機能を果たしに
くい環境にあるならば，期待はかなり薄れてしまう
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といえるであろう。学校が教育の機能を確保し，場
合によっては回復していくことを助けるものと期待
できる「チーム学校」に対応する体制づくりはSC
形成といえ，体制づくりの過程で，「信頼」や「ネッ
トワーク」を形成することは学校という場で高い教
育効果を保障していく礎になると考えられる。「互
酬性の規範」については，体制が形成され機能する
段階で，学校を中心としながらも地域の関係機関が
つながることにより，相互にメリットを持ち合うこ
とが明確になろう。例えば，警察や児童相談所との
連携では早い段階での問題把握と事態発生前・深刻
化前の対応が可能となり，答申が示す「生徒指導や
ソーシャル・キャピタルの展開と有用性
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図３ 学校と地域SC（図2を改変）
図４ 学校と地域の関わりの多層構造（山野，2006をもとに改変・作図）
子供の健康・安全等」が成果として共有されると期
待できる。
学校運営の面で直接的にSC形成を図るというの
は曖昧に捉えられる危険があるが，既に練り上げら
れた「チーム学校」構想の中にSC形成を確認し，
それを意識的に行うことは本構想を質的に高めるも
のといえるのではないか。また，学校はあくまで児
童・生徒・学生らに質の高い教育を与えることを期
待される。学校内に限らず生活上の問題が散在する
中にあって種々のSCが学校を守っているという理
解がなされるならば，教員は教育以外に取られる時
間を軽減でき，教育に専念しやすい環境が整えられ
るといえるのではないか。
「チーム学校」構想はその体制づくりの中で新た
な関係づくりが求められるので，教育現場の負担が
増すのではないかという懸念はある。多忙ゆえSC
醸成に着手できないとするよりも，SCが乏しいゆ
えに忙しさが増し，問題解決を難しくするという考
え方への転換も必要となろう（露口，2011）。
しかし，こうした取り組みを福祉的観点から捉え
ると，この図にみるようなネットワーキングは既に
地域社会の中でなされてきているのであり，関係者
のすべてが不慣れなことを一度に始めるということ
とは異なることに注意が必要と思われる。児童相談
所に限らず福祉を担う行政・組織や介護保険制度関
係機関などで連絡を取り合うのがむしろ常態である。
別のネットワークに属しつつも接点を持たなかった
人々が，この構想のビジョンの下に新たな関係を構
築することは「弱い紐帯の強さ」を示しており，同
市ネットワークの形成や連帯を強めるものと期待で
きるのではないか。
Ⅸ 最後に
本稿で取り上げたSCの論者の一人，R.パットナ
ムによる著書の翻訳書『われらの子ども－米国にお
ける機会格差の拡大』が2017年3月に刊行された。
本書が衝撃を与えているのは，米国社会に広がる格
差が「機会の不平等」を創出し拡大していることで
ある。それは，一握りのずば抜けた富裕層が大半の
富を寡占しているという，これまでに国連によって
も指摘されてきた課題にとどまらず，大半の市民の
中にも明らかな格差が見られ，固定化されていると
いう事実が示されたからであろう。米国にはもはや
アメリカンドリームを実現させる素地としての機会
の平等が失われているという事実の重さである。同
書について本稿では詳細には取り上げられなかった
が，同書では第4章に学校教育，第5章にコミュニ
ティを取り上げている。書評を行った齋藤（2017）
によれば，米国においてはここ50年で「自らの努
力で上昇移動できる途（みち）は確実に塞がってき
ている。資本形成の機会は，経済資本はもとより人
的資本（教育・訓練），文化資本（ライフスタイル），
社会関係資本（ネットワーク）のどれをとっても一
方には開かれ，他方には閉じられつつある」。この
後段には，人が人生を送る上で重要な資本について
SCを含めて述べており，こうした資本を一部の人
たちは自力で得られにくい，社会移動が困難な格差
固定を指摘している。
上述は米国の話ではあるが，近年，日本社会にお
いてもジニ係数の上昇が指摘されるように格差が広
がっており，米国の状況に近づいているとするなら
ば，こうした種々の資本を明確な意識をもって確保
する必要がある。社会保障の再分配機能は経済的な
格差の縮小には寄与しやすいが，子どもの貧困につ
ながる格差是正にはあまり効果を上げていないとす
る指摘（柴田，2017）があるし，SCをはじめとし
て，生活を成り立たせている他の資本をも拡充する
ものとはいえない。
本稿後半においては小中の学齢期義務教育課程を
念頭に置き，教育分野のSCについて論じた。対象
となる学校範囲を広く教育組織を中心としたSCと
して考えていく必要も感じられる。幼保－小の連携
を考えてみると，就学前教育はその後の義務教育課
程につながるのであり，地域の社会資源の必要は義
務教育から初めて必要になるものではない。また日
本人の場合，ほぼすべての生徒は高等学校へ進学す
る事実があり，義務教育課程後のことも考えると，
中学校卒業以降の生活圏は広がるとはいえ，地域の
拠り所の一つとして学校が位置付けられることで
18歳までの児童を広く受け止められうると考える。
そうであるならば，教育組織をベースに広くSCを
形成していくことを積極的に進めることが望ましい
のではないかと考えられる。「学校をとりまく社会
関係資本を醸成するためには，地域社会の中に『触
媒機能』と『結合機能』を主体的に引き受ける組織
が必要」ともなり，この機能の遂行のために学校は
中心的な役割が期待される（露口，2011）。
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紙幅の制約のため，学校を中心とした防災体制に
おけるSCの意義や課題については触れることがで
きなかった。SCとコミュニティ・レジリエンスに
ついては若干の整理をしたが，災害のような緊急時
に備えて地域連携を強めることは減災や災害後の回
復に影響する。そうした観点からSCと学校の関係
を研究していくことは今後の課題であり，引き続き
研究を重ねていく予定である。
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